























































して「おわりに」では、マーシャル的収穫逓増を含む 2国 2財 1生産要素の貿易モデルにおいて、本
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稿が導いた貿易パターンと貿易利益に関する結果をまとめる。
1　マーシャル的収穫逓増が作用する 2国 2財 1生産要素モデルの枠組みと
Ethier（1982）のアロケーション・カーブ
1－1　モデルの設定
マーシャル的収穫逓増が作用する 2国 2財 1生産要素の Ethier（1982）モデルの枠組を菊地（2001）
の議論を参考にして説明する。2国は自国と外国とする。2財は収穫逓増財と収穫一定財とし、前者は
X財あるいは IRS財（Increasing Return to Scale Goods）と呼称する。後者は Y財あるいは CRS財
（Constant Return to Scale Goods）と呼称し、ニュメレール財とする。1生産要素は労働とする。
自国（外国）の労働賦存量は L（L＊）であるとし、世界全体の労働賦存量は、L–=L＋L＊とする。ま







と表す。ただし、dXおよび dX は、それぞれ代表的な消費者の X財および Y財の消費量を表し、μは X

















で与えられる。なお、xおよび yは、個別企業の X財および Y財の生産量、pXおよび pYは個別企業が











































産業間の労働投入のアロケーションが行われ、自国の X財の供給価格 PXSと外国の X財の供給価格 PX＊S










また、自国と外国のアロケーション・カーブの交点 Gは、点 Oからの 45 度線 OR上にある。IRS財で
ある X財の 2国の総消費量に対応する労働投入量は、μ L–であり、図 1では、縦軸の点 Dと横軸の点
Cが対応している。線分 DCは、2国の X財消費量を X財労働投入量に直して、LX+LX＊= μ L
–を満たす










労働賦存量の線分 UV上の点である労働賦存量点 Nがえられると、自国の労働賦存量は OA、外国の
労働賦存量は OBが与えられる。自国と外国のアロケーション・カーブは、労働賦存量の矩形 OANB
の制約を受けることになる。自国の制約を受けたアロケーション・カーブは BOPJQAとなり、外国の
制約を受けたアロケーション・カーブは AOQと JEFBとなる 13）。このとき貿易均衡を示す交点は、点
A、点 B、点 Jおよび点 Qとなる 14）。点 N以外の労働賦存点についても同様に議論することにより、
自国と外国の労働賦存量によって制約を受けたアロケーション・カーブがえられ、それぞれ複数個の
貿易均衡となる交点がえられる。
また、図 1における労働賦存量点 Nに対応する自国と外国の閉鎖経済均衡の点は点 Iとなる。点 I
は、点 Nである（LX, LX＊）=（λ L
–, （1- λ）L–）と原点 Oを結ぶ直線 　　　　　　と LX+LX＊= μ L
–で表され
る線分 DCとの交点として表され、（LX, LX＊）=（μλ L
–, μ（1- λ）L–）となっている。
2　7 タイプの貿易パターンと安定的な貿易均衡
2－ 1 　7 タイプの貿易パターンの貿易均衡の必要条件
1） 7 タイプの貿易パターン
貿易パターンとして考えられるのは、次の 7つのタイプである：
（a）自国が X財、外国が Y財にそれぞれ完全特化（X↔ Y＊）
（b）自国が Y財、外国が X財にそれぞれ完全特化（Y↔ X＊）
（c）自国が X財と Y財に不完全特化、外国が Y財に完全特化（X,Y↔ Y＊）
（d）自国が Y財に完全特化、外国が X財と Y財に不完全特化（Y↔ X＊,Y＊）
（e）自国が X財と Y財に不完全特化、外国が X財に完全特化（X,Y↔ X＊）
（f）自国が X財に完全特化、外国が X財と Y財に不完全特化（X↔ X＊,Y＊）
（g）自国も外国も X財と Y財に不完全特化（X,Y↔ X＊,Y＊）
タイプ a（X↔ Y＊）とタイプ b（Y↔ X＊）、タイプ c（X,Y↔ Y＊）とタイプ d（Y↔ X＊,Y＊）および
タイプ e（X,Y↔ X＊）とタイプ f（X↔ X＊,Y＊）は、それぞれ自国と外国を置き換えることで得られ、
対の関係になっている 15）。なお、各タイプの括弧の記号は特化財を表し、自国と外国を区別するため、
外国の記号には「*」印を付けている。
以下では、タイプ bとタイプ a、タイプ dとタイプ c、タイプ gの順にそれぞれのタイプの貿易均
衡の必要条件について議論し、最後にタイプ eとタイプ f の貿易均衡の必要条件について議論する。
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2）タイプ b（Y↔ X＊）とタイプ a（X↔ Y＊）の貿易均衡の必要条件












3）タイプ d（Y↔ X＊,Y＊）とタイプ c（X,Y↔ Y＊）の貿易均衡の必要条件






がえられる 17）。（8a）式は、タイプ d（Y↔ X＊,Y＊）の貿易均衡の必要条件となる。









がえられる 18）。（9）式は、タイプ g（X,Y↔ X＊,Y＊）の貿易均衡の必要条件となる。
5）タイプ e（X,Y↔ X＊）とタイプ f（X↔ X＊,Y＊）の貿易均衡の必要条件
タイプ b（Y↔ X＊）の貿易均衡の必要条件である（7a）式とタイプ d（Y↔ X＊,Y＊）の貿易均衡の必
要条件である（8a）式のそれぞれの両辺に 2国の労働賦存量の合計である L–を乗じるとき
 
をえる。L＊=（1- λ）L–は外国の労働賦存量を、μ L–は X財消費量の 2国合計に対応する労働投入量を表
している。これを、自国と外国のアロケーション・カーブが描かれている図 1の縦軸に引き直すと、
L＊=（1- λ）L–は点 B、μ L–は点 Dが対応している。よって、タイプ b（Y↔ X＊）の貿易均衡の必要条件
は、「縦軸の点 Dが縦軸の点 Bより上方に位置しなければならない」こと、すなわち、外国の労働賦
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図 1におけるタイプ e（X,Y↔ X＊）の貿易均衡の必要条件についてはどうであろうか。タイプ eの
貿易均衡は、自国が X財と Y財に不完全特化、外国が X財に完全特化の状態にあるタイプである。タ
イプ e（X,Y↔ X＊）の貿易均衡が図 1において実現しているときには、自国のアロケーション・カー


















「λ－μ図（1）」である。図 2の正方形は、必要条件に関連する 2本の対角線（μ =1- λとμ = λ）によっ
て 4つの領域に分割され、それぞれの領域で実現する 4つのタイプの貿易パターンが記載されてい
る 21）。しかし、そこにはタイプ e, f, gがないことからわかるように、菊地（2001）の「λ－μ図」では、
タイプ e, f, g の可能性についは触れていない。
 図 2　λ－μ図（1） 図 3　λ－μ図（2） 図 4　λ－μ図（3）
図 3の「λ－μ図（2）」は、タイプ eとタイプ f の領域を示している。必要条件である（10a）式 と
（10b）式を満たす実線 22）で囲まれた領域に、貿易均衡の各タイプが記載されている。最後に、図 4の
「λ－μ図（3）」は、タイプ g の領域を示している。必要条件である（9）式を満たす領域 g は、2つの
実線で囲まれた三角形の領域として表されている。






にする 23）。タイプ e（X,Y↔ X＊）が成立する必要条件は（10a）式である。（10a）式について、γが 0
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に近づいた場合の極限値 24）と 1 に近づいた場合の極限値 25）を考慮すると、（10a）式の第 2項と第 3
項との関係は、それぞれ、







近づく場合、タイプ e（X,Y↔ X＊）の貿易均衡が成立する領域は拡大し、タイプ b（Y↔ X＊）の貿易
均衡の領域（μ＞ 1- λで示される領域）に近づいていく。他方、収穫逓増の程度が大きくなる場合、す





































存量点 Nを結ぶ線分 ONと X財消費量に対応する各国の労働投入量の合計μ L–を表す線分 DCの交点
I）、初期点から出発して貿易均衡が実現されるとする。
このとき、小国である自国の X財の生産は縮小し、大国である外国の X財の生産は拡大する。タイ
プ a（X↔ Y＊）とタイプ b（Y↔ X＊）では、タイプ a が排除され、タイプ b の貿易均衡が安定的な均
衡として残る。タイプ c（X,Y↔ Y＊）とタイプ d（Y↔ X＊,Y＊）では、タイプ c が排除され、タイプ d 
の貿易均衡が安定的な均衡として残る。さらに、タイプ e（X,Y↔ X＊）とタイプ f（X↔ X＊,Y＊）では、




プ b（Y↔ X＊）、タイプ d（Y↔ X＊,Y＊）、e（X,Y↔ X＊）、タイプ g（X,Y↔ X＊,Y＊）の貿易均衡は排除
され、タイプ a（X↔ Y＊）、c（X,Y↔ Y＊）、タイプ f（X↔ X＊,Y＊）の貿易均衡が安定的な均衡として
残る。
以上の結果を「λ－μ図（1）」の図 2で説明すると、0＜λ＜　である図の左側では、タイプ a とタイ
プ c はなくなり、タイプ b とタイプ d、それにタイプ e が加わることになる。　＜λ＜ 1である図の右
側では、タイプ b とタイプ d はなく、タイプ a とタイプ c、それにタイプ f が加わることになる 31）。
3）タイプ b（Y↔ X＊）とタイプ e（X,Y↔ X＊）の境界の確定
2）での議論において、自国が小国で、外国が大国のとき、タイプ b（Y↔ X＊）とタイプ e（X,Y↔ X＊）
の貿易均衡が安定的な均衡として残るという結果をえた。ここでは、さらに 2つのタイプの貿易均衡
は明確に区分することが可能であることを示す。
2－1－5）ですでに述べたタイプ e（X,Y↔ X＊）の貿易均衡の必要条件と図 1より、自国のアロケー
ション・カーブの頂点である点 Pの縦軸座標　　が外国の労働賦存量 L＊=（1- λ）L–よりも大きい場
合、閉鎖経済均衡点からマーシャル的調整過程を通じて、タイプ e（X,Y↔ X＊）の貿易均衡が実現し






となる。タイプ b（Y↔ X＊）の貿易均衡の必要条件である（7a）’ 式とタイプ e（X,Y↔ X＊）の貿易均
衡の必要条件である（10a）式を比べることにより、　　の位置関係が明確になり、2つのタイプの境
界が確定する。このことは、外国が小国で、自国が大国のときに安定的な均衡として確定するタイプ







には、タイプ d（Y↔ X＊,Y＊）・タイプ e（X,Y↔ X＊）・タイプ b（Y↔ X＊）の 3 つであり、外国が小
国・自国が大国の場合には、タイプ c（X,Y↔ Y＊）・タイプ f（X↔ X＊,Y＊）・タイプ a（X↔ Y＊）の 3
つである。それぞれの貿易パターンのタイプの貿易均衡が成立するための必要条件は、自国が小国・
外国が大国の場合には、それぞれ、（8a）式 ,（10a）式 ,（7a）’ 式となり、外国が小国・自国が大国の

















次に、タイプ e（X,Y↔ X＊）の貿易均衡について論じる。（10a）式が成り立つとする。図 1におい
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て、両国の要素賦存量を表す労働賦存量点は線分 MR上にある。その点の縦軸座標は、自国のアロケー






最後に、タイプ b（Y↔ X＊）の貿易均衡について論じる。（7a）’ 式が成り立つとする。図 1におい
て、両国の要素賦存量を表す労働賦存量点は線分 KM上にある。その点の縦軸座標は、自国のアロケー
ション・カーブの頂点の縦軸座標　　よりも上方にあるが、X財消費量に対応する各国の労働投入量
の合計値μ L–の縦軸座標である点 Dよりは下方にある。このとき、閉鎖経済均衡点である初期点 Iか
らマーシャル的調整メカニズムによって実現する貿易均衡は、外国の労働賦存量点の縦軸座標（図 1
では点 B）で決定される。この点はタイプ b（Y↔ X＊）の貿易均衡であることから、（7a）’ 式が十分条
件となる。
同様にして、自国が大国で、外国が小国であるときについても、同じ議論が成り立ち、タイプ c






（2001）が示したタイプ b（Y↔ X＊）の領域は、タイプ b（Y↔ X＊）とタイプ e（X,Y↔ X＊）の領域
に、タイプ a（X↔ Y＊）の領域は、タイプ a（X↔ Y＊）とタイプ f（X↔ X＊,Y＊）の領域に分割される。
菊地（2001）の安定的な貿易均衡を考慮した「λ－μ図」に、小国が CRS財である Y財だけでなく IRS
財である X財も生産する不完全特化に、大国が IRS財のみを生産する完全特化になる貿易パターンで
















の有無を明らかにする。安定的な貿易均衡は、タイプ b（Y↔ X＊）、タイプ d（Y↔ X＊,Y＊）およびタ
イプ e（X,Y↔ X＊）の 3つのタイプである。それぞれについて検討していく。
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以上のことより、小国である自国が Y財に完全特化し、大国である外国が X財と Y財に不完全特化








である。ただし、δは、タイプ e（X,Y↔ X＊）の貿易均衡が成り立つときに実現する自国の X財の労働































（Y↔ X＊,Y＊）の（8a）式、タイプ b（Y↔ X＊）の（7a）’ 式、タイプ e（X,Y↔ X＊）の（10a）式であ



























式と整合的でないので、タイプ dの貿易均衡は排除される。以上のことから、タイプ b（Y↔ X＊）と






















プ e（X,Y↔ X＊）の貿易パターンの領域と同様に拡大し、タイプ b（Y↔ X＊）とタイプ d（Y↔ X＊,Y＊）
の境界線（μ＝1- λ）に近づいていく。反対に、収穫逓増の程度が大きくなると、貿易損失が生じる斜
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逓増を含む 2国 2 財 1 生産要素モデルを設定し、複数個の貿易パターンの貿易均衡が存在すること、
大国は IRS財である X財に完全特化あるいは X財と Y財に不完全特化するのに対して、小国は CRS
財である Y財に完全特化あるいは X財と Y財に不完全特化すること、安定的な貿易均衡のうちタイプ




ターンのタイプ a, b, c, d の 4つのみを扱い、「λ－μ図」を用いた議論が展開されている。マーシャル
的収穫逓増の要因を扱いながら、それを陽表的に扱えない結果となっている。これに対して本稿では、






































































る。もう少し具体的に述べるならば、①大国が IRS財である X財に完全特化し、小国が IRS財である
X財と CRS財である Y財に不完全特化するタイプ e（X,Y↔ X＊）あるいはタイプ f（X↔ X＊,Y＊）の貿
易均衡のとき、小国は条件なしで貿易損失を被ること、②大国が IRS財である X財と CRS財である Y
財に不完全特化し、小国が CRS財である Y財に完全特化するタイプ c（X,Y↔ Y＊）あるいはタイプ d
（Y↔ X＊,Y＊）のとき、小国は条件なしで貿易利益を享受すること、③大国が IRS財である X財に完全






























16）タイプ b（Y↔ X＊）の貿易均衡では、外国が X財に完全特化することになるため、閉鎖均衡から自由貿
易になることによって、外国の名目賃金率は上昇し、w＊b≧ 1となる。
17）タイプ d（Y↔ X＊,Y＊）の貿易均衡では、自国と外国の両国で Y財を生産することになるため、要素価格
均等化が生じている。
18）タイプ g（X,Y↔ X＊,Y＊）の貿易均衡では、自国と外国は、X財を同量生産する。また、両国で Y財を生
産するために要素価格均等化が生じている。
19）図 1において、外国の労働賦存量が点 Jの縦軸座標に等しいとき、タイプ e（X,Y↔ X＊）の貿易均衡の
一つは点 Jでえられる。
20）菊地（2001, p.34）では、「λ－μ図」のオリジナルは、A. Dixit の 1998 年のプリンストン大学大学院での
講義テキストであることが記されている。
21）菊地（2001, p. 33）に掲載されている図である。
22）（10a）式の第 2項と第 3項の不等号を等号に置き換えたタイプ e（X,Y↔ X＊）の貿易パターンの境界線
は、（λ , μ）＝（0,1）,（1,0）の 2点を通り、μ＝ 1- λよりも上方にあり、右下がりの曲線であることが示さ
れる。詳細は三宅（2012）の補論 1で議論している。（10b）式についても同様に議論できる。
23）タイプ f（X↔ X＊,Y＊）でも同様の議論ができる。
24） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  を用いている。
25） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  を用いている。














31）ここでの議論に関連して、本節 2－ 3－ 4）の図 6を参照のこと。
32）タイプ b（Y↔ X＊）の貿易均衡であり、かつ、自国のアロケーション・カーブの頂点である点 Pの縦軸
座標　　が外国の労働賦存量 L＊=（1- λ）L–よりも大きいとした場合、タイプ b（Y↔ X＊）の貿易均衡が
実現しないという矛盾が生じる。したがって、背理法により、自国のアロケーション・カーブの頂点で
ある点 Pの縦軸座標が外国の労働賦存量 L＊=（1- λ）L–よりも小さいことが必要条件となる。
33）以上の必要条件式は、2国の相対的な労働賦存量を表す　および　で表すことも可能である。そのとき、
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35）菊地（2001, p. 35）。なお、第 2項は、外国が大国であることより、　　　　および　　　であり、正の
値をとる。
36） 　　　のとき、0＜δ＜λ＜ 1- λとなり、　　　　が成り立つ。したがって、w＊e＞ 1がえられる。
37）w＊e＞ 1のとき、μλ - δ＞（1- μ）（1- λ）＞ 0となる。
38）マーシャル的収穫逓増財（IRS財）を含む 2国 2財 1 生産要素モデルにおいて、小国が貿易損失を被る
という議論は、Ethier（1982, p. 1261）の命題 10 にある。ここでは、「Graham ケース」と呼称する。
39）χ（γ , μ）は、μの単調増加関数、　　　　　　 、　　　　　 であることは、三宅（2012）の補論 2で議
論している。
40）χ（γ , μ）とψ（γ , μ）のその他の性質については、三宅（2012）の補論 2で議論している。
41）三宅（2012）の補論 2 において、0 ＜γ＜ 1 では、ψ（γ , μ）- χ（γ , μ）＞ 0 の関係がえられることから、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  となる。
42） 　　　　　　　　　  である。




46）Tawada（1989b, p. 37）の命題 2 に述べられている。
47）Ethier（1982, p. 1261）。
48）Tawada（1989b, p. 40）。
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Patterns of Trade and Gains from Trade 




In the framework of Ethier（1982）’s model, which is composed of two countries, two goods and one 
factor of production under the Marshallian increasing returns, we mainly demonstrate the patterns of 
trade and the gains from trade. First, we search the necessary condition of multiple trade equilibria for 
the patterns of trade with Ethier’s allocation curves, and modify the λ-μ diagram, which Kikuchi（2001）
shows, by considering the degree of increasing returns. Furthermore, we identify the necessary and 
sufficient condition of stable trade equilibrium with the Marshallian adjustment process which is 
developed by Tawada（1989a）. Second, we analyze the possibility of the gains from trade for the six 
stable trade equilibria respectively. In addition to it, we prove the necessary and sufficient condition of 
the losses from trade in a small country which we call Graham case, and illustrate the relation to the λ-μ 
diagram.
Keywords : Marshallian increasing returns, patterns of trade, gains from trade, allocation curves, 
Graham case
